
 
第１ 計画の概要                【ポイント１：計画期間を見直し】 

１ 計画の目的 

市内における住宅・建築物の耐震化を促進する指針として策定するもので、地震によ 

る建築物の倒壊等の被害から市民の生命と財産を守ることを目的とする。 

２ 計画の位置付け 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第６条第１項の規定に基づき、「国の基本方針」、 

「福島県耐震改修促進計画」、「いわき市地域防災計画-地震・津波災害対策編」及び「い 

わき市国土強靭化計画」を踏まえて策定する。 

３ 計画期間 

令和３年度～12 年度（10 年間） 

４ 計画の対象建築物 

旧耐震基準（昭和 56 年５月 31 日以前）で建設（既存耐震不適格建築物）された次の建築物 

① 住宅 

② 特定建築物（多数の者が利用する用途で一定の規模以上の建築物） 

③ 小規模建築物等 

④ 耐震診断義務付け対象建築物（大規模・防災拠点・避難路沿道建築物） 

 

第２ 建築物の耐震化に関する目標         【ポイント２：目標値を見直し】 

１ 耐震化の現状【耐震性が不十分な市有建築物及び市営住宅は概ね解消済み】 

 
 
 
 
 
 
 

 

２ 耐震化の目標 

⑴ 住 宅【耐震性が不十分な住宅を令和 12 年度までに概ね解消】 

 
 
 
 

⑵ 耐震診断義務付け対象建築物【耐震性が不十分な建築物を令和７年度までに概ね解消】 

 
 
 
 
 

 
第３ 建築物の耐震化を促進する施策（主な内容）     

１ 耐震化の支援制度 

住宅・建築物の耐震診断や耐震改修等に対する補助事業を実施 

   
 
 
 
 
２ 耐震化の環境整備 

関係団体等と連携し、各種相談へのきめ細かな対応と効果的な普及・啓発活動を展開 

 

 

 

 

 

 

（展示パネルによる普及・啓発） 

 

第４ 建築物の減災化を促進する施策          【ポイント３：施策を追加】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 建築物の耐震化に関するその他の取組み 

１ 福島県との連携 

福島県と一体となって建築物の耐震化を促進する。 

２ 関係団体等との連携 

建築関係団体等と連携し、各種取組を促進する。 

【屋根瓦の被害状況】 

＜耐震改修前＞ 

いわき市耐震改修促進計画（改定）の概要 

市民

行政団体

【ブロック塀の倒壊状況】 

１ 減災化の基本的対策 

○天井、外壁、屋根瓦など建築材料の 

落下防止や設備機器・家具等の転倒 

防止等の対策を促進する。 

 

２ ブロック塀等の耐震対策 

○ブロック塀等の倒壊による死亡事故の発生事 

例等を踏まえ、安全点検、改修及び除却等の 

耐震対策を促進する。 

３ 土砂災害等被害の軽減対策 

○危険ながけ地等からの住宅の移転を促 
進し、地震による土砂災害の被害を未 
然に防止する。 

○「大規模盛土造成地調査事業」による 
調査の結果、滑動崩落のおそれが大き 
いと確認された造成地については、宅 
地造成等規制法に基づく「宅地造成防 
災区域」の指定を行った上で、予防対 
策を検討していく。 
 

 

＜耐震改修後＞ 

＜耐震改修の実施例：いわき市文化センター＞ 

朱書き部分：主な改定内容 


